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別紙第１ 

 

特許出願非公開制度における出願後の事務要領 

 

１　趣 旨 

この事務要領は、職務発明に関する訓令（昭和３９年防衛庁訓令第４

６号。以下「訓令」という。）第２１条の規定に基づき、同訓令第７条

第１項の規定により特許出願を行った後において、経済施策を一体的に

講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（令和４年法律第

４３号。以下「経安法」という。）第５章の規定に基づき、特許出願人

である防衛装備庁長官に対する又は特許出願人である防衛装備庁長官が

行うこととされた手続が生じた場合における事務要領を定めるものであ

る。 

 

２　用語の定義 

この事務要領における用語の意義は、訓令に定めるもののほか、次の

各号に定めるところによる。 

⑴　部長等　防衛装備庁の内部部局にあっては、長官官房各装備官、長

官官房審議官又は各部長、防衛装備庁の施設等機関にあっては、各研

究所長又は各試験場長をいう。 

⑵　関係職員　職務発明に係る事務を行う上で当該職務発明の内容につ

いて開示を受けた職員をいう。 

⑶　事業者　法人（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定め

があるものを含む。）その他の団体及び事業を行う個人（当該事業の

利益のためにする行為を行う場合における個人に限る。）をいう。 

 

３　経安法第６６条に係る事務要領 

経安法第６６条の規定に基づき、職務発明に関する特許出願の書類が

特許庁長官から内閣総理大臣に送付される場合の対応は、次の各号に定

めるところによる。 

⑴　防衛装備庁長官は、経安法第６６条第３項の規定に基づく特許庁長

官からの通知（以下この項において「特許庁通知」という。）を受け

たときは、その旨を次のア及びイの場合に応じ、それぞれに掲げる者

に、通知するものとする。 

ア　官房長等が訓令第４条の規定に基づき当該職務発明の認定をして

いる場合　当該認定を行った官房長等（以下「認定官房長等」とい

う。） 

イ　防衛装備庁長官が訓令第４条の規定に基づき自ら当該職務発明の

認定をしている場合　職務発明に関する訓令の実施要領について

（装技振第５２５０号。令和４年３月３１日）第３項第１号の規定



に基づき防衛装備庁長官に届出を行った部長等（以下「届出部長

等」という。） 

⑵　前号の通知を受けた認定官房長等又は届出部長等は、特許庁通知が

あった旨を発明者及び関係職員に周知するものとする。 

⑶　第１号の通知を受けた認定官房長等又は届出部長等は、当該通知を

受けた時に既に事業者に当該職務発明の内容を開示していた場合に

は、特許庁通知があった旨を当該事業者に通知するとともに、当該通

知の写しを防衛装備庁長官に送付するものとする。ただし、当該事業

者が当該職務発明の共同出願人である等の理由により、特許庁通知が

あった旨を既に把握している場合は、この限りでない。 

⑷　認定官房長等及び届出部長等並びに発明者及び関係職員は、経安法

第６６条第６項の規定に基づき、防衛装備庁長官が特許庁長官から資

料の提出及び説明を求められた場合には、その求めに応じるために必

要な協力を行わなければならない。 

 

４　保全審査に係る事務要領 

経安法第６７条の規定に基づく内閣総理大臣による保全審査の対応

は、次の各号に定めるとおりとする。 

⑴　認定官房長等及び届出部長等並びに発明者及び関係職員は、経安法

第６７条第２項の規定に基づき、防衛装備庁長官が内閣総理大臣から

資料の提出及び説明を求められた場合には、その求めに応じるために

必要な協力を行わなければならない。 

⑵　防衛装備庁長官は、経安法第６７条第９項の通知（以下この項にお

いて「総理大臣通知」という。）を受けた場合には、当該通知の写し

を添付して、その旨を認定官房長等又は届出部長等に通知するものと

する。 

⑶　前号の規定による通知を受けた認定官房長等又は届出部長等は、総

理大臣通知があった旨、経安法第６８条の規定に基づき、当該職務発

明の内容の公開が禁止された旨及び当該職務発明を別紙第２（特許出

願非公開制度における保全対象発明の適正管理措置要領）に基づき管

理する旨を発明者及び関係職員に周知するものとする。 

⑷　第２号の通知を受けた認定官房長等及び届出部長等並びに前号に規

定する発明者及び関係職員は、当該職務発明の内容について、別紙第

２に基づく管理を行うものとする。 

⑸　第２号の通知を受けた認定官房長等又は届出部長等は、当該通知を

受けた時に既に事業者に当該職務発明の内容を開示していた場合、当

該事業者に対し、総理大臣通知があった旨及び経安法第６８条の規定

に基づき当該職務発明の内容の公開が禁止された旨を通知するととも

に、当該通知の写しを防衛装備庁長官に送付するものとする。ただ

し、当該事業者が当該職務発明の共同出願人である等の理由により、



総理大臣通知があった旨を既に把握している場合は、この限りでな

い。 

⑹　認定官房長等及び届出部長等並びに発明者及び関係職員は、防衛装

備庁長官が経安法第６７条第１０項の規定に基づき、経済施策を一体

的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律に基づく特

許出願の非公開に関する内閣府令（令和５年内閣府令第７８号。以下

「内閣府令」という。）様式第１（以下この項において「特許出願維

持提出書」という。）を作成する場合は、その作成に協力しなければ

ならない。 

⑺　認定官房長等及び届出部長等並びに発明者及び関係職員は、経安法

第６７条第１１項の規定に基づき、防衛装備庁長官が内閣総理大臣か

ら特許出願維持提出書について補正を求められた場合は、その補正に

協力しなければならない。 

⑻　経安法第７０条第４項又は第７７条第３項の規定に基づき準用され

る同法第６７条第２項の規定により防衛装備庁長官が内閣総理大臣か

ら資料の提出及び説明を求められた場合は、第１号の規定を準用する

ものとする。 

 

５　保全指定に係る事務要領 

経安法第７０条の規定に基づき、特許出願した職務発明が保全指定

（経安法第７０条第２項に規定する保全指定をいう。以下同じ。）を受

けた又は保全対象発明（経安法第７０条第１項に規定する保全対象発明

として指定された職務発明をいう。以下同じ。）が保全指定の期間を延

長された場合の対応は、次の各号に定めるとおりする。 

⑴　防衛装備庁長官は、当該職務発明に関する経安法第７０条第１項の

通知（以下この項において「保全指定通知」という。）を受けた場合

には、当該保全指定通知の写しを添付して、その旨を認定官房長等又

は届出部長等に通知するものとする。 

⑵　防衛装備庁長官は、経安法第７０条第５項の通知（以下この項にお

いて「保全延長通知」という。）を受けた場合には、その旨を前号の

規定により通知した認定官房長等又は届出部長等に通知するものとす

る。 

⑶　前２号の規定による通知を受けた認定官房長等又は届出部長等は、

保全指定通知又は保全延長通知があった旨、当該職務発明が経安法第

７３条第１項及び第７４条第１項の規定に基づき当該職務発明の実施

及び内容の開示が制限される旨並びに引き続き当該職務発明を別紙第

２に基づき管理する旨を発明者及び関係職員に周知するものとする。 

⑷　第１号又は第２号の通知を受けた認定官房長等又は届出部長等は、

当該通知を受けた時に既に事業者へ当該職務発明の内容を開示してい

た場合、当該事業者に対し、保全指定通知若しくは保全延長通知が



あった旨並びに経安法第７３条第１項及び第７４条第１項の規定に基

づき当該職務発明の実施及び内容の開示が制限される旨を通知すると

ともに、当該通知の写しを防衛装備庁長官に送付するものとする。た

だし、当該事業者が当該職務発明の共同出願人である等の理由によ

り、保全指定通知又は保全延長通知があった旨を既に把握している場

合は、この限りでない。 

⑸　防衛装備庁長官は、保全指定通知があった場合には、当該通知が

あった旨、経安法第７５条第２項の規定に基づき別紙第２を参考とし

て発明共有事業者（経安法第７５条第１項に規定する発明共有事業者

をいう。以下同じ。）における適正管理措置を講じなければならない

旨並びに当該適正管理措置を講ずる上で防衛装備庁長官の指示に従う

必要がある旨を当該通知において認められた発明共有事業者に通知す

るものとする。 

⑹　防衛装備庁長官は、保全延長通知があった場合には、当該通知が

あった旨、経安法第７５条第２項の規定に基づき別紙第２を参考とし

て発明共有事業者における適正管理措置を講じなければならない旨並

びに引き続き当該適正管理措置を講ずる上で防衛装備庁長官の指示に

従う必要がある旨を当該職務発明の発明共有事業者に通知するものと

する。 

 

６　保全指定の解除等に係る事務要領 

経安法第７１条又は第７７条の規定に基づき、特許出願した職務発明

が保全指定しないとされた又は保全指定された当該職務発明が、その保

全指定を解除された若しくは保全指定の期間が満了した場合の対応は、

次の各号に定めるとおりとする。 

⑴　防衛装備庁長官は、当該職務発明に関する経安法第７１条又は第７

７条第２項の通知（以下この項において「保全解除等通知」とい

う。）を受けた場合には、その旨を認定官房長等又は届出部長等に通

知するものとする。 

⑵　前号の通知を受けた認定官房長等又は届出部長等は、保全解除等通

知があった旨及び別紙第２に基づく管理を要しなくなった旨を発明者

及び関係職員に周知するものとする。 

⑶　第１号の通知を受けた認定官房長等又は届出部長等は、当該職務発

明の内容を開示した事業者が存在する場合には、保全解除等通知が

あった旨を当該事業者に通知するとともに、当該通知の写しを防衛装

備庁長官に送付するものとする。ただし、当該事業者が当該職務発明

の共同出願人である等の理由により、保全解除等通知があった旨を既

に把握している場合は、この限りでない。 

⑷　防衛装備庁長官は、前号の規定により送付を受けた場合には、保全

解除等通知があった旨を当該事業者を除く発明共有事業者に通知す



る。 

 

７　保全対象発明の実施の許可に係る事務要領 

業務上の必要性から、所属の職員が自ら保全対象発明を実施する必要

が生じた場合又は装備品等及び役務の調達において発明共有事業者が保

全対象発明を実施する必要が生じた場合における経安法第７３条第１項

ただし書の規定による内閣総理大臣の許可を受けるときの対応は、次の

各号に定めるとおりとする。 

⑴　官房長等は、次に掲げる場合において、内閣府令第９条各号に掲げ

る事項と併せて、保全対象発明の実施について内閣総理大臣に許可を

申請するよう訓令第４条の規定に基づき当該職務発明を認定した所属

長（以下「認定所属長」という。）と協議の上、防衛装備庁長官に依

頼するものとする。ただし、防衛装備庁長官に当該依頼をした官房長

等が認定所属長である場合は、協議を要しない。 

ア　所属する職員が自ら当該保全対象発明を実施する必要が生じた場

合 

イ　所属する部署の調達要求した調達において、発明共有事業者が当

該保全対象発明を実施する必要が生じた場合 

⑵　防衛装備庁長官は、前号の依頼を受けた場合には、経安法第７３条

第２項に規定する申請書を作成するものとする。 

⑶　第１号の依頼をした官房長等は、防衛装備庁長官が前号の規定によ

る作成をする場合には、その作成に協力しなければならない。 

⑷　部長等は、次に掲げる場合においては、内閣府令第９条各号に掲げ

る事項と併せて、保全対象発明の実施について内閣総理大臣に許可を

申請するよう届出部長等と協議の上、防衛装備庁長官に申請するもの

とする。ただし、防衛装備庁長官が認定所属長でない場合又は当該申

請をした部長等が届出部長等である場合は、協議を要しない。 

ア　所属する職員が自ら当該保全対象発明を実施する必要が生じた場

合 

イ　所属する部署の調達要求した調達において、発明共有事業者が当

該保全対象発明を実施する必要が生じた場合 

⑸　防衛装備庁長官は、前号の申請を受けた場合において、認定所属長

と協議の上、経安法第７３条第２項に規定する申請書を作成するもの

とする。ただし、防衛装備庁長官が認定所属長である場合は、協議を

要しない。 

⑹　第４号の申請をした部長等は、防衛装備庁長官が前号の規定による

作成をする場合には、その作成に協力しなければならない。 

⑺　防衛装備庁長官は、経安法第７３条第１項ただし書の規定による許

可を受けたときは、その旨を第１号の依頼をした官房長等又は第４号

の申請をした部長等に通知するものとする。 



⑻　防衛装備庁長官は、経安法第７３条第１項ただし書の規定による許

可を受けるとき、同条第４項の規定に基づき保全対象発明に係る情報

の漏えいの防止のために必要な条件が付されていた場合は、前号の通

知に併せて当該条件を通知しなければならない。 

⑼　官房長等及び部長等並びに発明者及び関係職員は、経安法第７３条

第５項の規定に基づき準用された同法第６７条第２項の規定に基づ

き、防衛装備庁長官が内閣総理大臣から資料の提出及び説明を求めら

れた場合には、その求めに応じるために必要な協力を行わなければな

らない。 

 

８　新たに発明共有事業者を認める承認に係る事務要領 

業務上の必要性から、保全指定を受けた職務発明にかかる情報の取扱

いを非共有事業者（発明共有事業者となっている事業者以外の事業者を

いう。以下同じ。）に認める必要が生じた場合における経安法第７６条

第１項の規定による承認を受ける場合の対応は、次の各号に定めるとお

りとする。 

⑴　官房長等は、内閣府令第１１条第１項各号に掲げる事項と併せて、

新たに発明共有事業者を認める内閣総理大臣の承認を申請するよう認

定所属長と協議の上、防衛装備庁長官に依頼するものとする。ただ

し、防衛装備庁長官に当該依頼をした官房長等が認定所属長である場

合は、協議を要しない。 

⑵　防衛装備庁長官は、前号の依頼を受けた場合には、内閣府令様式第

２を作成するものとする。 

⑶　第１号の依頼をした官房長等は、防衛装備庁長官が前号の規定によ

る作成をする場合には、その作成に協力しなければならない。 

⑷　部長等は、非共有事業者に当該保全対象発明を開示する必要が生じ

た場合において、内閣府令第１１条第１項各号に掲げる事項と併せ

て、新たに発明共有事業者を認める内閣総理大臣の承認を申請するよ

う届出部長等と協議の上、防衛装備庁長官に申請するものとする。た

だし、防衛装備庁長官が認定所属長でない場合又は防衛装備庁長官に

当該申請をした部長等が届出部長等である場合は、協議を要しない。 

⑸　防衛装備庁長官は、前号の申請を受けた場合は、認定所属長と協議

の上、内閣府令様式第２を作成するものとする。ただし、防衛装備庁

長官が認定所属長である場合は、協議を要しない。 

⑹　第４号の申請をした部長等は、防衛装備庁長官が前号の規定による

作成をする場合には、その作成に協力しなければならない。 

⑺　防衛装備庁長官は、経安法第７６条第１項の規定による承認を得た

ときは、その旨を第１号の依頼をした官房長等又は第４号の申請をし

た部長等に通知するものとする。 

⑻　防衛装備庁長官は、経安法第７６条第１項の規定による承認を得た



発明共有事業者に対し、当該承認を得た旨、同法第７５条第２項の規

定に基づき別紙第２を参考として発明共有事業者における適正管理措

置を講じなければならない旨並びに当該適正管理措置を講ずる上で防

衛装備庁長官の指示に従う必要がある旨を通知するものとする。 

 

９　発明共有事業者の解除その他変更に係る事務要領 

発明共有事業者に保全対象発明に係る情報の取り扱いを認めることを

やめる必要がある場合又はその他発明共有事業者について変更が生じた

場合における経安法第７６条第２項の規定に基づき内閣総理大臣に届け

出る場合の対応は、次の各号に定めるとおりする。 

⑴　官房長等は、次に掲げる事項と併せて、発明共有事業者の解除その

他変更について内閣総理大臣に届け出るよう認定所属長と協議の上、

防衛装備庁長官に遅滞なく依頼するものとする。ただし、防衛装備庁

長官に当該依頼をした官房長等が認定所属長である場合は、協議を要

しない。 

ア　変更が生じた発明共有事業者の名称及び代表者の氏名 

イ　変更が生じた発明共有事業者の住所又は居所 

ウ　変更の内容 

エ　変更の理由 

⑵　防衛装備庁長官は、前号の依頼を受けた場合には、内閣府令様式第

３を作成するものとする。 

⑶　第１号の依頼をした官房長等は、防衛装備庁長官が前号の規定によ

る作成をする場合には、その作成に協力しなければならない。 

⑷　部長等は、第１号のアからエまでに掲げる事項と併せて、発明共有

事業者の解除その他変更について内閣総理大臣に届け出るよう届出部

長等と協議の上、防衛装備庁長官に遅滞なく申請するものとする。た

だし、防衛装備庁長官が認定所属長でない場合及び当該申請をした部

長等が届出部長等である場合は、協議を要しない。 

⑸　防衛装備庁長官は、前号の申請を受けた場合には、認定所属長と協

議の上、内閣府令様式第３を作成するものとする。ただし、防衛装備

庁長官が認定所属長である場合は、協議を要しない。 

⑹　第４号の申請をした部長等は、防衛装備庁長官が前号の規定による

作成をする場合には、その作成に協力しなければならない。 

⑺　発明共有事業者から指定特許出願人である防衛装備庁長官に、当該

発明共有事業者の変更について、内閣総理大臣に届け出るよう申請が

あった場合、防衛装備庁長官は、当該発明共有事業者の変更内容に基

づき、内閣府令様式第３を作成するものとする。 

⑻　防衛装備庁長官は、前号に規定する届け出をした場合には、認定官

房長等又は届出部長等にその届出の写しを送付するものとする。 

 



10　防衛省が発明共有事業者として認められたことに係る事務要領 

事業者が、経安法第７０条第１項の規定に基づき保全指定を受け指定

特許出願人となり、当該保全指定において防衛省が発明共有事業者に認

められた場合又は同法第７６条第１項の規定に基づき、事業者が指定特

許出願人として内閣総理大臣の承認を受け、防衛省が発明共有事業者に

認められた場合の対応は、次の各号に定めるとおりする。 

⑴　事業者から発明共有事業者に認められたことを通知された官房長等

は、指定特許出願人である事業者が経安法第７５条第２項の規定に基

づき発明共有事業者に指示する適正管理措置と併せて、防衛装備庁長

官にその旨を通知するものとする。 

⑵　事業者から発明共有事業者に認められたことを通知された部長等

は、指定特許出願人である事業者が経安法第７５条第２項の規定に基

づき発明共有事業者に指示する適正管理措置と併せて、防衛装備庁長

官にその旨を報告するものとする。 

⑶　経安法第７６条第２項の規定に基づき、指定特許出願人である事業

者が発明共有事業者である防衛省に、保全対象発明に係る情報の取扱

いを認めることをやめた旨の通知をした場合は、前２号の規定を準用

する。この場合において、「発明共有事業者に認められたことを」と

あるのは「保全対象発明に係る情報の取り扱いを認めることをやめた

ことを」と、「指定特許出願人である事業者が経安法第７５条第２項

の規定に基づき発明共有事業者に指示する適正管理措置と併せて、防

衛装備庁長官にその旨を」とあるのは「防衛装備庁長官にその旨を」

と読み替えるものとする。 

 

11　委任規定 

⑴　この事務要領の実施に関し必要な細部事項は、官房長等がそれぞれ

の所掌に応じ定めるものとする。 

⑵　防衛装備庁におけるこの事務要領の実施に関し必要な細部事項は、

防衛装備庁技術戦略部長が定めるものとする。 



別紙第２ 

 

特許出願非公開制度における保全対象発明の適正管理措置要領 

 

第１　総 則 

１　趣 旨 

この措置要領は、職務発明に関する訓令（昭和３９年防衛庁訓令第４

６号。以下「訓令」という。）第２１条の規定に基づき、同訓令第７条

第１項の規定により職務発明の特許出願を行った後において、経済施策

を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（令和

４年法律第４３号。以下「経安法」という。）第７０条第１項の規定に

より当該職務発明が保全指定を受け、同法第７７条第２項の規定よる保

全指定の解除の通知を受けるまでの間、同法第７５条第１項の規定によ

り指定特許出願人である防衛装備庁長官が講じなければならないとされ

る経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する

法律に基づく特許出願の非公開に関する内閣府令（以下「内閣府令」と

いう。）第１０条各号に掲げる適正管理措置に係る必要な事項を定める

ものである。 

 

２　用語の定義 

この措置要領における用語の意義は、訓令に定めるもののほか、次の

各号に定めるところによる。 

⑴　部長等　防衛装備庁の内部部局にあっては、長官官房各装備官、長

官官房審議官又は各部長、防衛装備庁の施設等機関にあっては、各研

究所長又は各試験場長をいう。 

⑵　関係職員　職務発明に係る事務を行う上で当該職務発明の内容につ

いて開示を受けた職員をいう。 

⑶　事業者　防衛省及び防衛装備庁以外の企業、団体等をいう。 

 

第２　組織的管理措置 

１　保全情報管理責任者の責務及び業務 

職員が保全対象発明情報（内閣府令第１０条第１号イに規定する保全

対象発明情報をいう。以下同じ。）を取り扱う必要が生じた場合におけ

る保全情報管理責任者（内閣府令第１０条第１号イに規定する保全情報

管理責任者をいう。以下同じ。）並びにその責務及び業務（内閣府令第

１０条第１号ロに規定する保全情報管理責任者の責務及び業務をい

う。）は、次の各号のとおりとする。 

⑴　保全情報管理責任者は、防衛装備庁長官をもって充てる。 

⑵　保全情報管理責任者は、次項に規定する保全情報管理責任者補を通

じて、情報取扱者（内閣府令第１０条第１号イに規定する情報取扱者



をいう。以下同じ。）である職員を適正に管理するとともに、保全対

象発明情報の漏えいを防止するための措置の適切な実施を一元的に管

理する。 

⑶　保全情報管理責任者は、内閣府令第１０条第１号ハの規定に基づ

き、保全情報管理責任者の交代について、保全対象発明（経安法第７

０条第１項に規定する保全対象発明として指定された職務発明をい

う。以下同じ｡）別に付紙様式第１により記録し、これを保管する。 

⑷　保全情報管理責任者は、保全情報管理責任者補から、発明共有事業

者（経安法第７５条第１項に規定する発明共有事業者をいう。以下同

じ。）が保全対象発明情報の漏えいを防止するための措置を策定し又

はこれを変更する旨の報告を受けた場合において、当該措置を内閣府

令第１０条第１号ヘの規定に基づき、あらかじめ確認し、適当である

と認められるときは、その旨を回答する。 

⑸　保全対象発明情報の漏えいが発生し、又は発生するおそれがあると

認められたときは、第６項の規定に基づき、速やかに拡散防止及び流

出防止のための適切な手段を講じる。 

⑹　保全情報管理責任者は、第３第１項の規定に基づき、情報取扱者に

追加しようとしている職員の資質を確認する。 

⑺　保全情報管理責任者は、第３第４項の規定に基づき、保全情報管理

責任者補に必要な検査を行わせ、また、自ら必要な検査を行う。 

⑻　保全情報管理責任者は、第３第５項の規定に基づき、保全情報管理

責任者補に必要な教育を行わせ、また、自ら必要な教育を行う。 

⑼　保全情報管理責任者は、第４第３項の規定に基づき、申請された保

全対象発明情報文書等（内閣府令第１０条第３号イに規定する保全対

象発明情報文書等をいう。以下同じ。）の複製又は製作について、こ

れを認める場合に承認する。 

⑽　保全情報管理責任者は、第４第４項の規定に基づき、申請された保

全対象発明情報文書等の持ち出しについて、これを認める場合に承認

する。 

⑾　保全情報管理責任者は、第４第５項の規定に基づき、申請された保

全対象発明情報文書等の送達について、これを認める場合に承認す

る。 

⑿　保全情報管理責任者は、保全情報管理責任者補に対して、必要に応

じて報告を求めること及びその他指示することができる。 

⒀　第３号から前号までの措置に係る庶務は、防衛装備庁技術戦略部技

術振興官付知的財産管理運営室（以下「知的財産管理運営室」とい

う。）において処理する。 

 

２　保全情報管理責任者補の責務及び業務 

職員が保全対象発明情報を取り扱う必要が生じた場合における保全情



報管理責任者を補佐する保全情報管理責任者補並びにその責務及び業務

は、次の各号のとおりとする。 

⑴　保全情報管理責任者補は、当該職員の所属における秘密保全に関す

る訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号。以下「省秘訓令」とい

う。）第２条第３項第１号に規定する管理者又は防衛装備庁における

秘密保全に関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第２６号｡以下

「秘庁訓令」という。）第２条第３項第１号に規定する管理者をもっ

て充てる。 

⑵　保全情報管理責任者補は、保全情報管理責任者を補佐し、部下職員

である情報取扱者を適正に管理するとともに、保全対象発明情報の漏

えいを防止するための措置の適切な実施を管理する。 

⑶　保全情報管理責任者補は、各保全対象発明について、管理簿（内閣

府令第１０条第１号ハに規定する管理簿をいう。以下同じ。）を第４

項に定めるとおり整備する。 

⑷　保全情報管理責任者補は、発明共有事業者が保全対象発明情報の漏

えいを防止するための措置を策定又はこれを変更する旨の連絡を受け

た場合において、当該連絡があった旨を防衛装備庁長官に報告しなけ

ればならない。 

⑸　保全対象発明情報の漏えいが発生し、又は発生するおそれがあると

認められたときは、第６項の規定に基づき、速やかに拡散防止及び流

出防止のための適切な手段を講じなければならない。 

⑹　保全情報管理責任者補は、第３第１項及び第２項の規定に基づき、

情報取扱者の追加及び離脱に必要な申請、記録その他必要な措置を行

う。 

⑺　保全情報管理責任者補は、第３第３項のとおり、情報取扱者の中か

ら第２号の管理を補助するものとして補助者を指名し、当該管理を補

助させることができる。 

⑻　保全情報管理責任者補が補助者を指名するときは、複数人の補助者

を指名し、保全情報管理責任者補の業務の一部について範囲を定め

て、それぞれ分担させることができる。 

⑼　保全情報管理責任者補は、第３第４項の規定又は保全情報管理責任

者の指示に基づき、必要な検査を行う。 

⑽　保全情報管理責任者補は、第３第５項の規定又は保全情報管理責任

者の指示に基づき、必要な教育を行う。 

⑾　保全情報管理責任者補は、第４第３項の規定に基づき、保全対象発

明情報文書等の複製又は製作について、保全情報管理責任者に申請

し、承認を受けた場合は、必要な措置を行う。 

⑿　保全情報管理責任者補は、第４第４項の規定に基づき、保全対象発

明情報文書等の持ち出しについて、保全情報管理責任者に申請し、承

認を受けた場合は、必要な措置を行う。 



⒀　保全情報管理責任者補は、第４第５項の規定に基づき、保全対象発

明情報文書等の送達について、保全情報管理責任者に申請し、承認を

受けた場合は、必要な措置を行う。 

⒁　保全情報管理責任者補は、第４第６項の規定に基づき、保全対象発

明情報文書等の廃棄について、保全情報管理責任者への報告その他必

要な措置を行う。 

⒂　保全情報管理責任者補は、前項第１２号の規定に基づく保全情報管

理責任者からの報告の求めその他指示があった場合、これに従わなけ

ればならない。 

⒃　保全情報管理責任者補は、情報取扱者でもあることから、第３第１

項第４号及び第２項第３号の規定に基づく誓約書を記載の上、保管し

なければならない。 

 

３　情報取扱者の範囲並びに責務及び業務 

職員が保全対象発明情報を取り扱う必要が生じた場合における情報取

扱者の範囲並びに責務及び業務（内閣府令第１０条第１号ロに規定する

情報取扱者の責務及び業務をいう。）は、次の各号のとおりとする。 

⑴　保全情報管理責任者補は、部下職員のうち、職務上、保全対象発明

情報を知る必要のある職員の中から情報取扱者を指名する。 

⑵　保全情報管理責任者補は、情報取扱者と見なす。 

⑶　情報取扱者は、保全情報管理責任者補の指示の下、保全対象発明情

報の漏えいを防止するための措置を適切に実施しなければならない。 

⑷　情報取扱者は、発明共有事業者から保全対象発明の適正な管理に関

する通知及び報告等を受けた場合には、保全情報管理責任者補にその

旨をその内容とともに報告する。 

⑸　保全対象発明情報の漏えいが発生し、又は発生するおそれがあると

認められたときは、第６項の規定に基づき、速やかに通報の上、拡散

防止及び流出防止のための適切な手段を講じる。 

 

４　管理簿の整備 

保全情報管理責任者補は、内閣府令第１０条第１号ハの規定に基づ

き、管理簿を次の各号のとおり整備する。 

⑴　保全情報管理責任者補の交代については、保全対象発明別に付紙様

式第２により記録する。 

⑵　情報取扱者の追加及び離脱については、保全対象発明別に付紙様式

第３により記録する。 

⑶　保全対象発明の実施の許可の状況については、保全対象発明別に付

紙様式第４により記録する。 

⑷　保全対象発明情報文書等の保管の状況については、保全対象発明情

報文書等別に付紙様式第５により記録する。 



⑸　保全対象発明情報文書等の閲覧の状況については、閲覧を行う特定

区域（内閣府令第１０条第３号イに規定する特定区域をいう。以下同

じ。）別に付紙様式第６により記録する。 

⑹　保全対象発明情報文書等を業務において恒常的に取り扱うことが自

明であり、かつ、前号の記録をすることにより業務の円滑な遂行に著

しい支障をきたすとして、保全情報管理責任者補が前号の記録を省略

することができる情報取扱者を認める場合は、当該情報取扱者につい

て、付紙様式第７により記録する。 

⑺　前各号に掲げる管理簿は、対応する保全対象発明が経安法第７０条

第１項の規定に基づく保全指定（経安法第７０条第２項に規定する保

全指定をいう。以下同じ。）の通知を受けた日から同法第７７条第２

項の規定に基づく保全指定を解除した又は保全指定の期間を満了した

旨の通知を受ける日まで保管しなければならない。 

 

５　保全対象発明情報の取り扱い 

保全対象発明情報の取り扱いについては、次の各号のとおりとする。 

⑴　保全対象発明情報は、省秘訓令第２条第１項における「秘密」及び

秘庁訓令第２条第１項における「秘密」に相当し、政府機関等のサイ

バーセキュリティ対策のための統一基準（令和５年７月４日。サイ

バーセキュリティ戦略本部。以下「サイバー統一基準」という。）第

１ ． ２ 項 第 １号 の 表中 の 「機 密 性３ 情 報」 (以 下「 「機 密 性３ 情

報」」という。)に該当するものとして取り扱う。 

⑵　保全対象発明情報を伝達（保全対象発明情報文書等の送達によるも

のを含む。以下同じ。）する場合は、あらかじめ伝達先となる者が情

報取扱者（発明共有事業者における情報取扱者を含む。）であること

を確認しなければならない。 

 

６　保全対象発明情報の漏えい等における対応 

保全対象発明情報の漏えいが発生し、又は発生するおそれがある場合

（以下「事故等」という。）における内閣府令第１０条第１号トの規定

に基づく対応については、次の各号のとおり実施するものとする。 

⑴　事故等が認められたとき、その事実を知った職員は、速やかに保全

情報管理責任者補、職務上の上級者及び知的財産管理運営室に、次に

掲げる事項を通報する。 

ア　事故等の生じた日時 

イ　事故等の生じた場所 

ウ　事故等に係る保全対象発明の出願番号、件名等 

エ　事故等の関係者の所属、官職及び氏名 

オ　事故等の生じた原因及び経過 

カ　事故等が生じた際に講じた措置 



キ　その他参考となる事項 

⑵　前号の通報があったとき、情報取扱者は、保全情報管理責任者、保

全情報管理責任者補、職務上の上級者及び知的財産管理運営室の指示

を受けるとともに、拡散防止及び流出防止のための適切な手段を講じ

なければならない。 

⑶　内閣府令第１０条第１号チの規定に基づく防衛装備庁長官から内閣

総理大臣への通報の窓口は、知的財産管理運営室が行う。 

⑷　発明共有事業者から保全対象発明情報の漏えいが発生し、又は発生

するおそれがあると認められた旨の連絡を受けた場合における対応

は、前３号を準用する。 

 

第３　人的管理措置 

１　情報取扱者の追加 

内閣府令第１０条第２号イ及びロの規定に基づく情報取扱者の追加

は、次の各号のとおり実施する。 

⑴　情報取扱者の追加は、いわゆる「Need to know の原則」（「情報は

知る必要がある者にのみ伝え、知る必要のない者には伝えない。」と

いう原則）に基づき、情報取扱者の範囲を必要最小限にとどめなけれ

ばならない。 

⑵　保全情報管理責任者補は、情報取扱者を追加するときに、その情報

取扱者に追加しようとしている職員について、内閣府令第１０条第２

号ロの規定に基づき、次に掲げる事項を含め当該職員の資質について

の意見を付し、付紙様式第８により保全情報管理責任者に申請しなけ

ればならない。 

ア　過去に情報の不適切な取り扱いによる懲戒処分を受けているか。 

イ　保全対象発明情報を取り扱うにふさわしくない、素行上の問題が

認められるか。 

ウ　外国政府機関の職員等の保全対象発明情報に関心を持つ可能性の

ある者との不自然な接触が認められるか。 

エ　他の規則に基づくものも含め、情報の適正管理に係る誓約書の提

出を合理的な理由なく拒んでいるか。 

⑶　保全情報管理責任者は、保全情報管理責任者補からの申請に基づ

き、内閣府令第１０条第２号ロの規定に基づき、情報取扱者に追加し

ようとしている職員の資質を確認の上、保全対象発明情報を漏えいさ

せるおそれがないと認められるときは、当該申請を承認するものとす

る。 

⑷　情報取扱者に追加される職員は、付紙様式第９により誓約書を提出

しなければならない。 

⑸　保全情報管理責任者補は、第２号の申請の承認を得た後、情報取扱

者を追加したときには、第２第４項第２号に規定する管理簿に追加し



た職員を記録する。 

 

２　情報取扱者の離脱 

内閣府令第１０条第２号ハの規定に基づく情報取扱者の離脱について

は、次の各号に定めるとおり実施する。 

⑴　保全情報管理責任者補は、情報取扱者が転勤等により離脱したと

き、第２第４項第２号に規定する管理簿の当該情報取扱者の欄に、そ

の旨を記録する。 

⑵　保全情報管理責任者補は、情報取扱者から離脱する職員に対して、

離脱した後も引き続き、経安法第７７条第１項の規定により解除がな

されるまで、同法第７３条第１項の規定に基づく実施の制限、同法第

７４条第１項の規定に基づく開示禁止及び同法第７８条第１項の規定

に基づく外国出願の禁止の措置が継続している旨並びにこれに違反し

た場合には、同法第９２条及び第９４条の規定に基づき罰を受ける旨

を注意喚起する。 

⑶　前号の注意喚起の際に、保全情報管理責任者補は、情報取扱者から

離脱する職員に付紙様式第１０により誓約書を提出させる。 

⑷　保全情報管理責任者補は、情報取扱者から離脱した職員について、

付紙様式第１１により保全情報管理責任者に報告する。 

 

３　保全情報管理責任者補の補助者の指名 

保全情報管理責任者補の補助者を指名したときは、第２第４項第２号

に規定する管理簿に、補助者である旨がわかるよう記録する。 

 

４　管理状況の検査 

内閣府令第１０条第２号ハの規定に基づく検査については、次の各号

のとおり実施する。 

⑴　保全情報管理責任者補は、保全対象発明情報の管理状況について、

年１回以上検査する。 

⑵　保全情報管理責任者補が転勤等により交代したとき、交代後の保全

情報管理責任者補は、確実に引き継ぎを行い、その状況を検査する。

また、当該検査は、前号の検査とみなすことができる。 

⑶　防衛装備庁長官又は保全情報管理責任者補は、前２号のほか、必要

に応じて保全対象発明情報の管理状況について、臨時に検査をするこ

とができる。 

⑷　前号の防衛装備庁長官による検査に係る庶務は、知的財産管理運営

室が処理する。 

⑸　保全情報管理責任者補は、第１号から第３号までの規定に基づき

行った検査について、年１回、付紙様式第１２により保全情報管理責

任者へ報告しなければならない。 



⑹　前各号の規定に基づき行う検査及び報告は、次に掲げる事項につい

て行うことを基準とする。 

ア　保全情報管理責任者補の交代について、第２第４項第１号の規定

に基づき、正しく記録されているか。 

イ　情報取扱者の追加及び離脱について、第２第４項第２号の規定に

基づき、正しく記録されているか。 

ウ　情報取扱者の追加が第１項第１号の規定する必要最小限となって

いるか。また、情報取扱者を追加する際、当該追加しようとしてい

る職員について第１項第２号及び第３号に掲げる手続を行っている

か。 

エ　保全情報管理責任者補を含む情報取扱者の追加及び離脱におい

て、第１項第４号及び第２項第３号の規定に基づき、それぞれ付紙

様式第９又付紙様式第１０により提出しているか。 

オ　保全対象発明の実施の許可の状況について、第２第４項第３号の

規定に基づき、正しく記録されているか。 

カ　現に保管している保全対象発明情報文書等について、第２第４項

第４号の規定に基づき、その状況が正しく記録されているか。 

キ　特定区域について、第４第１項の規定に基づき、指定されている

か。また、当該特定区域について、保全情報管理責任者補により立

入が制限され、その旨の掲示がされているか。 

ク　保全対象発明情報文書等が第４第２項の規定に基づき、記録され

ている保管設備に保管されているか。 

ケ　保全対象発明情報文書等の複製及び製作において、第４第３項の

規定に基づく手続を行っているか。 

コ　保全対象発明情報文書等の持ち出しにおいて、第４第４項の規定

に基づく手続を行っているか。 

サ　保全対象発明情報文書等の送達において、第４第５項の規定に基

づく手続を行っているか。また、送達した際の受領証を保管してい

るか。 

シ　保全対象発明情報文書等の廃棄において、第４第６項の規定に基

づき、廃棄を行っているか。また、同項第３号の廃棄同意を得ず

に、廃棄されていないか。 

ス　保全対象発明情報文書等の閲覧の都度、第４第７項の規定に基づ

く手続を行っているか。また、必要以上に同項第３号の情報取扱者

を指定していないか。 

セ　現に保管する保全対象発明情報文書等に適切な表示（「保全対象

発明」の表示、登録番号、一連番号等）がなされているか。 

ソ　「機密性３情報」を取り扱う情報システムとして運用承認を受け

ていない情報システムで保全対象発明情報文書等を取り扱っていな

いか。 



 

５　情報取扱者に対する教育 

保全情報管理責任者補は、内閣府令第１０条第２号ニの規定に基づく

保全情報管理責任者の主宰する教育を次の各号のとおり実施する。 

⑴　保全情報管理責任者補は、年に１回以上、部下職員である情報取扱

者に対し、経安法及び関係規則類並びにこの措置要領について教育を

行う。 

⑵　保全情報管理責任者補は、情報取扱者を追加したとき、当該追加さ

れた情報取扱者に対して、経安法第５章及び関係規則類並びにこの措

置要領について教育を行う。また、当該教育は、前号の教育と併せて

行うことができる。 

⑶　防衛装備庁長官又は保全情報管理責任者補は、前２号のほか、出願

した発明が保全指定を受けたときその他必要に応じて経安法及び関係

規則類並びにこの措置要領について教育するものとする。 

⑷　前号の防衛装備庁長官による教育に係る庶務は、知的財産管理運営

室が処理する。 

 

第４　物理的管理措置 

１　特定区域の指定並びに立入りの管理及び制限 

内閣府令第１０条第３号イの規定に基づく特定区域の指定並びに特定

区域への立入りの管理及び制限は、次のとおりとする。 

⑴　特定区域は、省秘訓令第４３条及び秘密保全に関する訓令の解釈及

び運用について（防防調第４６０７号。１９．４．２７。以下「省秘

通達」という。）第４７又は秘庁訓令第４４条及び防衛装備庁におけ

る秘密保全に関する訓令の解釈及び運用について（装装制第５３号。

２７．１０．１。以下「秘庁通達」という。）第４７の要件を満たす

場所とする。ただし、次項第１号に規定する保管設備を設置し、当該

保管設備にのみ保全対象発明情報文書等を保管している場合は、この

限りでない。 

⑵　保全情報管理責任者補は、特定区域への立入りを制限するものとす

る。 

⑶　前号により特定区域への立入りが制限された場合、保全情報管理責

任者補は、省秘訓令第１１条及び省秘通達第９又は秘庁訓令第１１条

及び秘庁通達第８に規定する掲示及び必要な措置を講じる。 

⑷　立入制限の掲示のある場所への入室等の手続きは、保全情報管理責

任者補の定めるところにより行うものとする。 

 

２　保全対象発明情報文書等の保管 

内閣府令第１０条第３号ロの規定に基づく保全指定されたことにより

又は保全対象発明情報文書等を複製、製作若しくは受領したことによ



り、保全対象発明情報文書等を保管することとなった場合の措置は、次

の第１号から第３号までに掲げるとおりとする。また、保全対象発明情

報文書等の保管を終えることとなった場合の措置は、第４号に掲げると

おりとする。 

⑴　保全対象発明情報文書等は、特定区域に設置された省秘訓令第４２

条及び省秘通達第４５又は秘庁訓令第４３条及び秘庁通達第４５の要

件を満たす保管設備に内閣府令第４条に規定する書面とともに保管す

るものとする。ただし、保管設備に収めることが困難な保全対象発明

情報文書等である場合は、保管設備に保管しない形で特定区域に保管

しても良いものとする。 

⑵　保全情報管理責任者補は、保全対象発明情報文書等の保管を開始す

るとき、当該保全対象発明情報文書等に省秘訓令第２２条第１項又は

秘庁訓令第２３条第１項における登録の際に付与される登録番号及び

一連番号に準じた登録番号及び一連番号を付与し、第２第４項第４号

に規定する管理簿を作成する。この場合において、登録番号が秘密と

混同されないよう、一部記号を変える等の区別をつけるための処置を

行うこと。 

⑶　前号の登録番号の付与において、保全情報管理責任者補が防衛装備

庁に所属する場合、当該登録番号は、次の例によるものとする。 

　装○○保発第△△－××号 

ア　○○には、長官官房、各部及び施設等機関の略号を表し、次の

(ｱ)～(ｷ)までに掲げる例を参考に記載する。 

(ｱ)　装装（装備政策部装備政策課の場合） 

(ｲ)　プ事（プロジェクト管理部事業計画官の場合） 

(ｳ)　技技（技術戦略部技術戦略課の場合） 

(ｴ)　管調（調達管理部調達企画課の場合） 

(ｵ)　事需（調達事業部需品調達官の場合） 

(ｶ)　航総（航空装備研究所管理部総務課の場合） 

(ｷ)　千試（千歳試験場の場合） 

イ　△△には、元号を表す英文字を付した暦年を表し、次に掲げる例

を参考に記載する。 

(ｱ)　装○○保発第Ｒ１－××号（令和元年に指定した場合） 

(ｲ)　装○○保発第Ｒ２－××号（令和２年に指定した場合） 

ウ　××には、暦年ごとの一連番号を表し、年の途中で改元が行われ

た場合は、１に戻るものとする。 

⑷　保全情報管理責任者補は、保全対象発明情報文書等の保管を終了し

たとき、第２号で作成した管理簿に、必要な事項を記載する。 

 

３　保全対象発明情報文書等の複製又は製作 

内閣府令第１０条第３号ハの規定に基づく保全対象発明情報文書等を



複製又は製作することとなった場合の措置は、次のとおりとする。 

⑴　複製を行う情報取扱者は、保全対象発明情報文書等を複製しようと

するときは、あらかじめ保全情報管理責任者の承認を受けなければな

らない。 

⑵　前号の承認を得るための申請は、付紙様式第１３による。 

⑶　第１号の承認を得た後、申請した情報取扱者が当該承認を得た保全

対象発明情報文書等を複製することができる。この場合において、方

法及び用いる設備は、省秘通達第３０又は秘庁通達第２９の要件に従

う。 

⑷　前号の複製においては、内閣府令第４条に規定する書面も併せて複

製するものとする。 

⑸　保全情報管理責任者補は、複製した各保全対象発明情報文書等につ

いて、前項の規定に基づき保管する。 

⑹　製作においては、前各号を準用する。この場合において、第１号、

第３号及び前号中「複製」とあるのは「製作」と、第２号中「付紙様

式第１３」とあるのは「付紙様式第１４」と、第４号を「前号の製作

においては、当該製作に用いた保全対象発明情報文書等に係る内閣府

令第４条に規定する書面を複製するものとする。」と読み替えるもの

とする。 

 

４　保全対象発明情報文書等の持ち出し 

内閣府令第１０条第３号ニの規定に基づく保全対象発明情報文書等を

特定区域から持ち出す場合の措置は、次のとおりとする。ただし、他の

保全情報管理責任者補に送達する場合は、次項の規定による。 

⑴　持ち出しを行う情報取扱者は、保全対象発明情報文書等を特定区域

外へ持ち出そうとするときは、あらかじめ保全情報管理責任者の承認

を受けなければならない。 

⑵　前号の承認を得るための申請は、付紙様式第１５による。 

⑶　第１号の承認を得た後、申請した情報取扱者が当該承認を得た保全

対象発明情報文書等を持ち出すことができる。この場合において、方

法及び用いる設備は、省秘訓令第３４条から第３６条まで及び省秘通

達第３８又は秘庁訓令第３５条から第３７条まで及び秘庁通達第３７

の要件に従う。 

⑷　持ち出しを行った情報取扱者は、保全情報管理責任者が承認した持

ち出し期間以内に、当該保全対象発明情報文書等を元の特定区域に返

却しなければならない。 

 

５　保全対象発明情報文書等の送達 

内閣府令第１０条第３号ニの規定に基づく保全対象発明情報文書等を

他の保全情報管理責任者補に送達する場合の措置は、次のとおりとす



る。 

⑴　送達を行う情報取扱者は、あらかじめ保全情報管理責任者の承認を

受けなければならない。 

⑵　前号の承認を得るための申請は、付紙様式第１６による。 

⑶　第１号の承認を得た後、申請した情報取扱者が当該承認を得た保全

対象発明情報文書等を送達することができる。この場合において、方

法及び用いる設備は、省秘訓令第３４条から第３６条まで及び省秘通

達第３８又は秘庁訓令第３５条から第３７条まで及び秘庁通達第３７

の要件に従う。 

⑷　前号の送達においては、内閣府令第４条に規定する書面も併せて送

達するものとする。 

⑸　送達を受けた保全情報管理責任者補は、付紙様式第１７により保全

対象発明情報文書等を送達した保全情報管理責任者補に受領証を送付

しなければならない。 

⑹　保全対象発明情報文書等を送達した保全情報管理責任者補は、前号

の送付を受けた後、第２項の規定に基づき管理簿へ記載の上、当該保

全対象発明情報文書等の保管を終了する。 

⑺　送達を受けた保全情報管理責任者補は、受領した保全対象発明情報

文書等について、第２項の規定に基づき保管する。 

 

６　保全対象発明情報文書等の廃棄 

内閣府令第１０条第３号ホの規定に基づく保全対象発明情報文書等を

廃棄する場合の措置は、次のとおりとする。 

⑴　保全対象発明情報文書等を廃棄する場合、あらかじめ保全情報管理

責任者補の承認を得なければならない。 

⑵　前号の承認を得るための申請は、付紙様式第１８による。 

⑶　防衛省行政文書管理規則（平成２３年防衛省訓令第１５号）第２５

条第２項又は防衛装備庁行政文書管理規則（平成２７年防衛装備庁訓

令第５号）第２５条第２項の同意を得た上で、第１号の承認を得た

後、申請した保全対象発明情報文書等の廃棄を行うことができる。 

⑷　前号の廃棄の方法及び用いる設備は、省秘通達第４８から第４９の

２まで又は秘庁通達第４８から第５０までの要件に従う。 

⑸　保全情報管理責任者補は、廃棄した保全対象発明情報文書等につい

て第２項の規定に基づき管理簿へ記載の上、当該保全対象発明情報文

書等の保管を終了する。 

⑹　保全情報管理責任者補は、前号の廃棄した保全対象発明情報文書等

については、付紙様式第１９により保全情報管理責任者に報告する。 

 

７　保全対象発明情報文書等の閲覧 

内閣府令第１０条第３号ヘの規定に基づき、情報取扱者が業務上必要



として保全対象発明情報文書等を閲覧する場合の措置は、以下のとおり

とする。 

⑴　保全情報管理責任者補は、あらかじめ閲覧者が情報取扱者であるこ

とを確認しなければならない。 

⑵　保全情報管理責任者補は、閲覧を行う情報取扱者に第２第４項第５

号に規定する管理簿に、必要事項を記載させる。 

⑶　前号の場合において、情報取扱者の業務の性質上、当該保全対象発

明情報文書等を取り扱うべき者であることが自明であるとして保全情

報管理責任者補が認める情報取扱者については、第２第４項第６号に

規定する管理簿に記載する。 

 

８　その他の盗難及び紛失防止措置 

前各項に規定するもののほか、内閣府令第１０条第３号ヘの規定に基

づく保全対象発明情報文書等の盗難及び紛失を防止するための措置は、

次の各号のとおりとする。 

⑴　機器持ち込みの制限については、省秘訓令第１３条及び省秘通達第

１０又は秘庁訓令第１３条及び秘庁通達第９の規定を準用する。この

場合において、「管理者」又は「保全責任者」とあるのは「保全情報

管理責任者補」と、「秘密」とあるのは「保全対象発明情報」と読み

替えるものとする。 

⑵　保全情報管理責任者補は、保全対象発明情報文書等に第２項第２号

に規定する登録番号及び一連番号を付与したとき、当該保全対象発明

情報文書等の表紙及び当該保全対象発明情報が記載されたページに、

付図に示す記載例のとおり、「保全対象発明を含む。」の表示を付さ

なければならない。 

⑶　前号の表示は、保全対象発明情報を化体する物件の場合、適当な場

所に付すものとする。また、保全対象発明情報文書等が可搬記憶媒体

（防衛省の情報保証に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第１６０

号。以下「情報保証訓令」という。）第２条第５号に規定される「可

搬記憶媒体」をいう。以下同じ。）に保存されている場合において

は、当該可搬記憶媒体にも付すものとする。 

⑷　登録番号及び一連番号の表示については、省秘訓令第２３条並びに

省秘通達第２６及び第２８又は秘庁訓令第２４条並びに秘庁通達第２

４及び第２７の規定を準用する。この場合において、省秘訓令別記第

３号様式及び秘庁訓令別記第７号様式中「３　下欄には、条件を記入

する。」とあるのは「３　下欄には、出願番号を記入する。」と読み

替えるものとする。 

 

第５　技術的管理措置 

１　保全対象発明情報を取扱う電子計算機の要件 



保全対象発明情報を取扱う電子計算機は、「機密性３情報」を取り扱

える情報システムとして、情報保証訓令第２６条第１項における運用承

認を受けたものでなければならない。 

 

２　アクセス制限 

内閣府令第１０条第４号イの規定に基づく保全対象発明情報を取扱う

電子計算機のアクセス制限については、次の各号のとおりとする。 

⑴　保全対象発明情報を取扱う電子計算機の設置場所は、防衛省の情報

保証に関する訓令の運用について（防運情第９２４８号。１９．９．

２０。以下「情報保証通達」という。）第３第１１項の要件を満たし

た特定区域とする。 

⑵　認証機能（情報保証訓令第１３条における「認証機能」をいう。）

により、情報取扱者のみが保全対象発明情報を取扱う電子計算機を利

用できるように制限する。 

⑶　アクセス制御機能（情報保証訓令第１４条における「アクセス制御

機能」をいう。）により、情報取扱者が取り扱うことを許された保全

対象発明情報のみにアクセスできるよう制限する。 

 

３　不正アクセスの防止措置 

内閣府令第１０条第４号ロの規定に基づく不正アクセス行為を防止す

るための措置は、次の各号のとおりとする。 

⑴　保全対象発明情報を取扱う電子計算機の脆弱性に対する対応は、情

報保証通達第３第６項に従う。 

⑵　保全対象発明情報を取扱う電子計算機がＶＰＮ（ネットワーク上に

仮想的な専用ネットワークを設ける技術をいう。）等を利用すること

は、原則禁止とする。ＶＰＮ等の利用が業務上真にやむを得ないと保

全情報管理責任者補が認める場合は、情報保証通達第３第７項に従

う。ただし、利用しようとするＶＰＮ等は、「機密性３情報」の取扱

いが可能なものでなければならない。 

⑶　保全対象発明情報を取扱う電子計算機が他の情報システムと接続す

ることは、原則禁止とする。他の情報システムとの接続が業務上真に

やむを得ないと保全情報管理責任者補が認める場合は、情報保証通達

第３第９項に従う。ただし、接続しようとする他の情報システムは、

「機密性３情報」の取扱いが可能なものでなければならない。 

⑷　保全対象発明情報を外部サービスで利用することは、原則禁止とす

る。外部サービスの利用が業務上真にやむを得ないと保全情報管理責

任者補が認める場合は、情報保証通達第３第１０項に従う。ただし、

利用しようとする外部サービスは、「機密性３情報」の取扱いが可能

なものでなければならない。 

 



４　電子計算機において取り扱われる保全対象発明情報の管理 

電子計算機において取り扱われる保全対象発明情報の管理について

は、次の各号のとおりとする。 

⑴　次項第１号に規定する暗号化機能により暗号化した上で、可搬記憶

媒体に格納し、第４に定める物理的管理措置を執るものとする。 

⑵　保全情報管理責任者補は、前号の措置を講じることにより職務の遂

行に著しい支障が生じるおそれがあると認めるとき、その支障が生じ

る理由を添えて前号の措置の代替措置について保全情報管理責任者で

ある防衛装備庁長官に申請し、これを承認した場合、当該代替措置に

よることができる。 

 

５　その他電子計算機における漏えい防止措置 

内閣府令第１０条第４号ハの規定に基づき、第１項及び前項の規定の

ほか、電子計算機における保全対象発明情報の漏えいを防止する措置

は、次の各号のとおりとする。 

⑴　保全対象発明情報を取扱う電子計算機は、情報保証訓令第１６条に

おける暗号化機能を設けなければならない。 

⑵　保全情報管理責任者補は、保全対象発明情報を取扱う電子計算機に

ソフトウェアを導入又は更新する場合において、情報保証通達第３第

８項の確認を行わなければならない。 

 

第６　雑 則 

１　規定の改定 

防衛装備庁長官は、内閣府令第１０条第１号ホの規定に基づき、この

措置要領の運用評価及び改善について、必要に応じ行うものとする。 

 

２　代替措置 

保全情報管理責任者補は、この措置要領に定められた様式を用いるこ

とが困難であると判断される場合において、この措置要領の実施に必要

な事項を記載した他の様式によって、この措置要領に定められた様式の

代替とすることができる。この場合において、保全情報管理者補は、次

の各号に掲げる措置を執るものとする。 

⑴　代替した他の様式の適切な場所に、この措置要領に定められたどの

様式を代替したものであるかがわかるような記載をする。 

⑵　代替した他の様式と代替されたこの措置要領に定められた様式との

対応を説明する書類を作成し、当該他の様式と併せて保管する。 

 

３　発明共有事業者となった場合の準用 

発明共有事業者として保全対象発明情報を取り扱うこととなった場合

において、内閣府令第１０条第１号ヘの規定に基づき、同号ホの規定に



よる策定をするときは、この措置要領を準用するものとする。この場合

において、第２第６項第３号の規定は、「内閣府令第１０条第１号チの

規定に基づく防衛装備庁長官から指定特許出願人への通報の窓口は、知

的財産管理運営室が行う。」と読み替えるものとする。 

 

４　委任事項 

この措置要領の実施に関し必要な細部事項は、保全情報管理責任者補

が定める。この場合において、保全情報管理責任者補は、当該細部事項

を防衛装備庁長官（技術戦略部技術振興官気付）に報告するものとす

る。



付紙様式第１ 

 

保全情報管理責任者　履歴管理簿 

 

保全対象発明の特許出願番号

職 名 階級／ 氏 名 指名期間

官職 指名 解除 

年月日 年月日



付紙様式第２ 

 

保全情報管理責任者補　履歴管理簿 

 

保全対象発明の特許出願番号

職 名 階級／ 氏 名 指名期間

官職 指名 解除 

年月日 年月日



付紙様式第３ 

 

情報取扱者　履歴管理簿 

 

保全対象発明の特許出願番号

保全情報管理責任者補（職名）

所 属 階級／ 氏 名 指名期間 補助者 備 考

官職 追加 離脱 （ 該 当 す る

年月日 年月日 場合に○）



付紙様式第４ 

 

保全対象発明の実施の許可　状況管理簿 

保全対象発明の特許出願番号

保全情報管理責任者補（職名）

内閣総理大臣から 実施者 実施期間

の許可通知 （職員の場合は、その所属、階級／官 開始 終了 

（文書番号及び発 職及び氏名を記載し、発明共有事業者 年月日 年月日

簡年月日） の場合は、事業者名を記載）

 

（備考） 

「実施期間」欄には、実施者が実際に実施した期間を記入する。



付紙様式第５ 

 

保全対象発明情報文書等　保管簿 

 

保全対象発明の特許出願番号

保全情報管理責任者補（職名）

文 登録番号

書 一連番号

等 様態 紙 枚数 枚

（該当する欄 電子計算機上 シ ス テ ム

に「○」） の保存データ 等の番号

可搬記憶媒体 媒体番号

物件 数量 個

保管先特定区域

保管開始日

保管開始の 保全指定 指定通知

理由 複製 複製承認

（該当する 製作 製作承認

欄 に 接受 接受年月日

「○」） 送達元部署

備 考

保管終了日

保管終了時 保 全 指 定 解除通知

の措置 解除

（該当する 送達 送達年月日

欄 に 送達先部署

「○」） 受領証 

接受番号

廃棄 廃棄承認

廃棄年月日

備考

 

（備考） 

１　この保管簿は、保全対象発明情報文書等１件につき１つ作成する。 

２　「様態」欄については、「紙」、「電子計算機」、「可搬記憶媒体」

又は「物件」の別に応じて、該当する箇所に「○」を記載する。 



３　「システム等の番号」欄には、保全対象発明情報文書等を保存してい

る情報システムの一連番号又は目的特化型機器の機器番号を記載する。 

４　「媒体番号」欄には、保全対象発明情報文書等を保存している可搬記

憶媒体の媒体番号を記載する。 

５　「保管開始の理由」欄については、保全指定された、複製した、製作

した又は接受したかに応じて、該当する箇所に「○」を記載する。 

６　「指定通知」欄には、内閣総理大臣から受けた保全指定の通知文書の

文書番号及び発簡年月日を記載する。 

７　「複製承認」欄には、保全情報管理責任者補から承認を受けた複製承

認書の番号及び承認日を記載する。 

８　「製作承認」欄には、保全情報管理責任者補から承認を受けた製作承

認書の番号及び承認日を記載する。 

９　「保管終了時の措置」欄については、保全対象発明の保全指定が解除

された、他の保全情報管理責任者補に送達した又は保全対象発明情報文

書等を廃棄したかに応じて、該当する箇所に「○」を記載する。 

10　「解除通知」欄には、内閣総理大臣から受けた保全指定解除の通知文

書の文書番号及び発簡年月日を記載する。 

11　「受領証接受番号」欄には、送達先から受け取った受領証の受領証接

受番号を記載する。 

12　「廃棄承認」欄には、保全情報管理責任者補から承認を受けた廃棄承

認書の番号及び承認日を記載する。 

13　「廃棄年月日」欄には、実際に廃棄を行った日付を記載する。 

14　「備考」欄には、その他保全対象発明情報文書等を管理する上で必要

となる事項を記載する。 



付紙様式第６ 

 

保全対象発明情報文書等　閲覧簿 

 

閲覧場所（特定区域）

閲覧日 閲覧した文書等 閲覧した 閲覧時刻

登録番号 一 連 情報取扱者 開始 終了

番号



付紙様式第７ 

 

保全対象発明情報文書等　閲覧記録省略者名簿 

 

保全対象発明の特許出願番号

閲 所属 階級又は官職 氏名

覧

簿

の

記

載

を

省

略

す

る

情

報

取

扱

者 

 

（備考） 

１　この名簿は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　一度名簿に記載した情報取扱者を削除する場合は、二重線で末梢す

る。



付紙様式第８ 

発簡番号 

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者 

防衛装備庁長官　殿 

 

保全情報管理責任者補 

職 名 

（公印省略） 

 

特許出願非公開制度における情報取扱者の追加について（申

請） 

 

標記について、下記のとおり申請する。 

 

記 

 

保全対象発明の特許出願番号

所 属 階級又は官 氏 名 第３第１項 資質の有

職 第２号 無

ア

イ

ウ

エ

 

（備考） 

１　表は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「第３第１項第２号」のアからエまでの欄には、それぞれこの適正管

理措置の第３第１項第２号のアからエまでに掲げる事項について、その

有無を記載する。 

３　「資質の有無」の欄には、当該職員が保全対象発明情報を取り扱う資

質があるか否かについて、保全情報管理責任者補としての「有」又は

「無」の意見を記載する。 

４　表の行が不足する場合は、適宜追加すること。 



付紙様式第９ 

 

 

 

特許出願非公開制度における情報取扱者の指名を受ける上での誓約書 

 

 

 

私は、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関

する法律に基づく特許出願の非公開に関する内閣府令（令和五年内閣府令

第七十八号）第１０条第１号イに規定される情報取扱者に指名されるに当

たり、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関す

る法律（令和四年法律第四十三号。以下「法」という。）第７０条第１項

に基づき指定された保全対象発明にかかわる職員としての重い責任を自覚

し、保全対象発明の適正管理措置に関する規程を遵守し、適正な管理のた

めにあらゆる措置を取ることに努め、決して保全対象発明の内容の漏え

い、流出等の事故を起こさないことを誓います。また、事故又はそのおそ

れがあると認められる事情が生じた場合には、速やかに適正管理措置に関

する規程に基づく報告を行うほか、法第８４条第１項に基づく報告、資料

の提出、質問、検査その他の求めに応じ、必要な協力を行うことを併せて

誓います。 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　年　　月　　日 

 

所属 

 

階級又は官職 

 

氏名（自署） 



付紙様式第１０ 

 

 

 

特許出願非公開制度における情報取扱者から離脱する上での誓約書 

 

 

 

私は、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関

する法律に基づく特許出願の非公開に関する内閣府令（令和五年内閣府令

第七十八号）第１０条第１号イに規定される情報取扱者から離脱するに当

たり、情報取扱者であった中で知り得た、経済施策を一体的に講ずること

による安全保障の確保の推進に関する法律（令和四年法律第四十三号。以

下「法」という。）第７０条第１項に基づき指定された保全対象発明の内

容について、法第７７条第１項に基づき当該指定が解除されるまでの間、

法第７３条第１項、第７４条第１項及び第７８条第１項に基づき、実施の

制限、開示の禁止及び外国出願の禁止とされていることを理解し、法に反

して事故を起こさないことを誓います。また、前述の法の規定に違反した

場合は、法第９２条及び第９４条に基づき、罰を受けることについても、

正しく理解していることを併せて誓います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　年　　月　　日 

 

所属 

 

階級又は官職 

 

氏名（自署） 



付紙様式第１１ 

発簡番号 

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者 

防衛装備庁長官　殿 

 

保全情報管理責任者補 

職 名 

（公印省略） 

 

特許出願非公開制度における情報取扱者の離脱について（報

告） 

 

標記について、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

保全対象発明の特許出願番号

所 属 階級又は官職 氏 名 離脱年月日

 

（備考） 

１　表は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「離脱年月日」には、情報取扱者としての指名を解除した日を記載す

る。 

３　表の行が不足する場合は、適宜追加すること。 



付紙様式第１２ 

発簡番号 

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者 

防衛装備庁長官　殿 

 

保全情報管理責任者補 

職 名 

（公印省略） 

 

特許出願非公開制度における検査の結果について（報告） 

 

標記について、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

保全対象発明の特許出願番号

検査理由 検査年月日 異 常 の 異常「有」時の 異常の概要

有無 是正完了時期

保全情報管理責

任者補の交代

定期検査

臨時検査

 

（備考） 

１　表は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「保全情報管理責任者補の交代」行は、保全情報管理責任者補の交代

がなかった場合は、「検査年月日」欄に「交代なし」と記載する。 

３　保全情報管理責任者補の交代による検査を、定期検査によって見なし

た場合は、「検査年月日」欄に当該定期検査と同じ日付を記載する。 

４　「定期検査」行は、年に複数回定期検査を実施した場合、行を増やし

て、それぞれの定期検査について１回につき１行ずつ記載する。 

５　「臨時検査」行についても、３と同様に記載する。 

６　「異常の概要」欄は、第３第４項第６号に掲げる中から当てはまる記

号を記載するか、当てはまるものがない場合は、概要を記載する。ま

た、欄に入りきらない場合は、別紙として良い。



付紙様式第１３ 

発簡番号 

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者 

防衛装備庁長官　殿 

 

保全情報管理責任者補 

職 名 

（公印省略） 

 

特許出願非公開制度における保全対象発明情報文書等の複製

について（申請） 

 

標記について、下記のとおり申請する。 

 

記 

 

保全対象発明の特許出願番号

原本となる文書等 登録番号 一連番号

複製した文書等 登録番号 一連番号

（すべて列挙）

複製する 職名

情報取扱者 階級又は官職

氏名

立会う 職名

情報取扱者 階級又は官職

氏名

複製の理由

複製方法

 

（備考） 

１　表は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「原本となる文書等」欄には、複製の原本となる保全対象発明情報文

書等の登録番号及び一連番号を記載する。 



３　「複製した文書等」欄には、複製した保全対象発明情報文書等に対し

て付与する登録番号及び一連番号を記載する。 

なお、登録番号は、複製する部署において新たに付与する。また、一

連番号は、複製する数量に応じて、１番より付与する。 



付紙様式第１４ 

発簡番号 

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者 

防衛装備庁長官　殿 

 

保全情報管理責任者補 

職 名 

（公印省略） 

 

特許出願非公開制度における保全対象発明情報文書等の製作

について（申請） 

 

標記について、下記のとおり申請する。 

 

記 

 

保全対象発明の特許出願番号

参照した文書等 登録番号 一連番号

（すべて列挙）

製作した文書等 登録番号 一連番号

（すべて列挙）

製作する 職名

情報取扱者 階級又は官職

氏名

立会う 職名

情報取扱者 階級又は官職

氏名

製作の理由

製作方法

 

（備考） 

１　表は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「参照した文書等」欄には、製作の際に保全対象発明情報を参照した



保全対象発明情報文書等の登録番号及び一連番号を記載する。 

３　「製作した文書等」欄には、製作した保全対象発明情報文書等に対し

て付与する登録番号及び一連番号を記載する。 

なお、登録番号及び一連番号は、製作する部署において新たに付与す

る。 



付紙様式第１５ 

発簡番号 

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者 

防衛装備庁長官　殿 

 

保全情報管理責任者補 

職 名 

（公印省略） 

 

特許出願非公開制度における保全対象発明情報文書等の持ち

出しについて（申請） 

 

標記について、下記のとおり申請する。 

 

記 

 

保全対象発明の特許出願番号

持ち出す文書等 登録番号 一連番号

（すべて列挙）

持ち出し先

持ち出し期間 ～

持ち出す理由

持 職名

出 階級又は官職

者 氏名

持 運搬の手段

出 運搬の行程

方 盗難・紛失 

法 防止策

 

（備考） 

１　表は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「運搬の手段」欄には、職員による携行、情報システムを用いた電気



通信等の運搬に用いた手段に関する事項を記載する。 

３　「運搬の行程」欄には、運搬経路、電気通信に用いた通信網等の事項

を記載する。 

４　「盗難・紛失防止策」欄には、金属製運搬容器を職員の腰に鎖で連結

する、所定の暗号を用いる等の保護措置に関する事項を記載する。 



付紙様式第１６ 

発簡番号 

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者 

防衛装備庁長官　殿 

 

保全情報管理責任者補 

職 名 

（公印省略） 

 

特許出願非公開制度における保全対象発明情報文書等の送達

について（申請） 

 

標記について、下記のとおり申請する。 

 

記 

保全対象発明の特許出願番号

送達文書等 登録番号 一連番号

（すべて列挙）

送 保全情報 職名

達 管理責任者補 階級又は官職

先 氏名

受領者 職名

階級又は官職

氏名

受領者が情報取扱者であることを確認した日

送達日

送達理由

送 職名

達 階級又は官職

者 氏名

送 運搬の手段

達 運搬の行程

方 盗難・紛失 

法 防止策



 

（備考） 

１　表は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「送達方法」欄の記載は、付紙様式第１５に同じ。 



付紙様式第１７ 

受領証接受番号

第 号

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者補 

（職名）　　　　　　　殿 

 

保全情報管理責任者補 

（職名） 

 

受 領 証 

 

下記の保全対象発明情報文書等を受領した。 

 

記 

 

保全対象発明の特許出願番号

保全対象発明 登録番号 一連番号 様態 数量又は枚数

情報文書等 

（すべて列挙）

 

（備考） 

１　この受領証は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「受領証接受番号」の欄は、この受領証を受け取った保全情報管理責

任者補において記載する。 

３　記書き中の表は、保全対象発明ごとにそれぞれ作成する。 

４　「様態」欄には、紙、可搬記憶媒体、電子計算機情報、物件等の別を

記載する。 

５　「数量又は枚数」欄には、紙であれば枚数、可搬記憶媒体及び物件で

あれば個数、電子計算機情報であればファイル数等、その様態にあった

数量又は枚数を記載する。 



付紙様式第１８ 

廃棄承認番号

第 号

 

保全対象発明情報文書等　廃棄申請書 

 

保全対象発明の特許出願番号

廃棄する文書等 登録番号 一連番号

（すべて列挙）

廃棄する 職名

情報取扱者 階級又は官職

氏名

立会う 職名

情報取扱者 階級又は官職

氏名

廃棄理由

廃棄方法

 

上記の保全対象発明情報文書等の廃棄について、承認する。 

 

　　　　年　　月　　日 

保全情報管理責任者補 

職名 

階級又は官職 

氏名 

 

（備考） 

１　この申請書は、保全対象発明ごとに作成する。 

２　「廃棄承認番号」の欄は、この廃棄を承認した保全情報管理責任者補

において他の廃棄承認と重複しない番号を記載する。 



付紙様式第１９ 

発簡番号 

年　　月　　日 

 

保全情報管理責任者 

防衛装備庁長官　殿 

 

保全情報管理責任者補 

職 名 

（公印省略） 

 

特許出願非公開制度における保全対象発明情報文書等の廃棄

について（報告） 

 

標記について、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

保全対象発明の特許出願番号

登録番号 一連番号 廃棄年月日 廃棄承認番号 

（承認年月日）

第 号

（ ）

第 号

（ ）

第 号

（ ）

 

（備考） 

１　この報告は、複数の廃棄について、まとめて報告することができる。 

２　表は、保全対象発明ごとに作成する。 

３　「廃棄年月日」欄は、実際に保全対象発明情報文書等を廃棄した日付

を記載する。 

４　表の行は、適宜追加する。 



付 図 

 

保全対象発明文書等に加える表示の記載例 

 

保全対象発明を含む。

 

（備考） 

１　ページの右上余白に、識別しやすい大きさにて表示する。 

２　文字色及び囲み線は、原則として赤色とする。ただし、赤色では識別

しにくい場合は、その他識別しやすい色として良い。 


